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国 内 政 治
国民民主連合政権
―減速する経済改革と大衆重視の政策



































































　 4 月 2 日にはダリトの諸組織は最高裁の判決に反対して北インドを中心に大規
模なゼネストを繰り広げ，マディヤ・プラデーシュ（MP）州では軍が導入され 5
人が死亡し，UP 州でも 2 人が死亡するなど混乱が広がった。
　内務大臣ラージナート・シンは，中央政府は SC/ST の福祉を重視していると
して事態の沈静化を求めた。また最高裁は翌 3 日には判決は無実の者を守るため
であって SC/ST の権利を侵すものではないと説明した。モディ首相も 6 日には
BJP の議員はダリトの村にいって現状を認識すべきと発言し，問題に取り組んで
いる姿勢を示した。しかし， 8 日には 4 月 2 日のゼネストでダリトに残虐行為が
なされたとして大衆社会党（BSP）や与党 BJP のダリト議員から非難が高まった。
　このような反発の高まりから，中央政府は 8 月 1 日に，1989年 SC/ST 残虐行


































　2019年 4 ～ 5 月に予定されている連邦下院選挙に向けて与野党の動きが活発に
なった。与党 BJP に関しては，2014年の選挙での得票率は31.3％であり，選挙で
勝つためには NDA の枠組みを維持することが重要である。しかし，NDA には
亀裂が目立っている。それは AP 州で顕在化した。AP 州は2014年に新しい AP
州とテーランガーナー州に分離したが，ハイデラバードがテーランガーナー州に
属することになったこともあり，新 AP 州の財政基盤は弱体化した。そのため当
時のマンモーハン・シン首相（会議派）は新 AP 州の TDP 政権に特別カテゴリー











くまでも約束の履行を求めた。中央政府は 2 月の予算案で AP 州に手厚い予算配
分を行ったが，AP 州政府の不満は解消されなかった。結局， 3 月 8 日には中央
政府閣僚から TDP 閣僚 2 人が辞任し，AP 州政権閣僚から BJP の大臣が辞任し
両者の関係は決裂した。TDP は 7 月20日にモディ政権に対する不信任動議を提
出したが，翌日に否決された。TDP は 9 月10日には12月に予定されるテーラン
ガーナー州議会選挙で会議派，インド共産党と共闘することを決断した。
　一方，連邦下院選挙にむけて反 BJP 連合をつくる試みには 2 つの動きがある。
一つは最大野党の会議派を中心とする動きであり，他方は会議派抜きの野党連合
を作ろうとする動きである。会議派は 3 月13日に反 BJP 戦線を作り上げる試み
として，前会議派総裁ソニア・ガンディーが夕食会を催し会議派を含めて20余り
の政党の指導者が参加した。しかし，UP 州の有力政党である社会主義党（SP）の
アキレーシュ・ヤーダヴや BSP のマヤワティの姿はなかった。 9 月10日には石
油価格の高騰，政府施策に対する抗議のために会議派が主導してインド・ゼネス
トが行われ21政党が参加したが，SP と BSP は同調しなかった。




　このような反 BJP の流れを受けて，NDA 中央政府対野党の対決という構図が




























意され2013年から作業が始まった。更新された NRC の第 1 次ドラフトが公表さ
れたのが2017年12月31日であった。
　第 1 次ドラフト公表後，NRC に名前がない者は申請を受け付けるなど更新作



























　ナガランドでは BJP が前回の 1 議席から今回の12議席へと躍進し，反対に会議
派は 8 議席から無議席となった。与党ナガ人民戦線（NPF）は第 1 党となったもの
の他の政党の支持を得られず，NPF から選挙直前に分かれたナショナリスト民主







BJP へ鞍替えし，かつ，IPFT との協力によって先住民の支持を得たことが BJP
の勝利につながった。CPI（M）の得票率は前回が48.1％で今回が42.2％と減少した
が，減少割合は小さく，従来のベンガル人を中心とした支持基盤はそれほど弱体



















条件に会議派と協力することを決定した。知事はまず第 1 党の BJP に組閣を要

















求し 5 月17日に BJP 政権が一旦は誕生したが，議会で信任を得る見込みがたた
























































会 議 派：99 （39.3），BJP：73（38.8），BSP：6（4.0）， ラ ー シ ュ ト リ ア 民 主 党：3 （2.4），CPI
（M）：2（1.2），バーラティア部族民党：2 （0.7），その他 15
テーランガーナー州（定数119議席，投票率67.0％）











　MP 州では BJP が2003年から州政権を維持してきたが，今回は会議派が得票率
40.9％で114議席，BJP は41.0％で109議席という結果となり，会議派が僅差の勝










ST 残虐行為防止法の改正は高カーストの反発を招き 9 月 6 日にはストライキが
行われた。 9 月21日にはチョーハン州首相が，上位カーストの不安を和らげるた









かった。1989年 SC/ST 残虐行為防止法の運用に対する 3 月20日の最高裁判決に

















ンガーナー民族会議（TRS）のチャンドラセーカル・ラーオ州首相は 9 月 6 日に知
事に州議会の解散，総選挙を要求し12月に選挙が行われることとなった。野党の
選挙体制が整っていないこと，2019年 4 ～ 5 月の連邦下院選挙と同時に行えば，
中央の政治に影響され TRS の強みが発揮できないとの計算があった。会議派は



































































（出所）　CPI は Ministry of Statistics and Programme Implementation。卸売物価指数（WPI）は Office 
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している RBI は，年初高めに推移したインフレ率を懸念し，2014年 1 月に 8 ％
とされて以来段階的に引き下げられてきていた政策金利（レポ・レート）を2018年
6 月に6.00％から6.25％に引き上げ， 8 月にはさらに6.50％とし，その後その水
準で据え置いている。
　為替レートについては，2017年半ばから 1 ドル64～66ルピーで推移し年初には


















































指 数 で あ る SENSEX
をみると，年初から上
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年 9 月には10兆ルピーに増えている。また，11の国有銀行が RBI の早期是正措
置（PCA）プランの対象となっている。これは2017年に導入され，この対象となる


























2017年 7 月から2018年 6 月についてのリークされた数値は6.1％であったと報じ



































月 4 日には LoC および国境の平安遵守に同意した。また 6 月10日には中国山東
省青島市で行われた上海協力機構（SCO）の首脳会議でモディ首相とパキスタン大
























中国山東省青島で開催された SCO の首脳会議（ 6 月 9 日），南アフリカのヨハネ




















日本の説くインド太平洋構想にも重点を置きつつある。 4 月 4 日にはインド，日
本，アメリカの外務大臣による 3 者協議で経済的連携，テロ問題に加えて，自由
で包摂的なインド太平洋の重要性が強調された。シンガポールでの ASEAN 会合
中の 6 月 7 日にもオーストラリア，日本，アメリカ，インド 4 カ国の上級官僚は
現状変更を目指す中国に対抗してインド太平洋地域の重要性を強調した。
　軍事・戦略面でも基本的に関係緊密化が進んでいる。 8 月25日には防衛装備調
達委員会がアメリカから多目的ヘリコプター24機の購入を承認し，また 9 月 5 日




をとがらせた。アメリカ国務省は 6 月 8 日にはインドによる同システム導入を牽
制し，ロシアのプーチン大統領が年次首脳会議で来訪する直前の10月 3 日にも導






































































































28日 ▼ 会議派の P. チダンバラン前財務大
臣の息子を CBI が逮捕。会議派は政治的迫
害と非難。
3 月 2 日 ▼インド，ロシア，およびバングラ
デシュ，バングラデシュのルーップル原子力
発電所建設で覚書に署名。












化。連邦政府閣僚から TDP 閣僚 2 人が辞任。
AP 州 TDP 政権閣僚から BJP 辞任。
12日 ▼マハーラーシュトラ州政府，農民・
部族民の運動の要求に応じる声明。








31日 ▼ ICICI 銀行による Videocon に対す
る不正融資疑惑で CBI，国税庁が調査。
4 月 1 日 ▼カシミール地域アナントナグ県の
治安部隊による掃討作戦でゲリラ12人を含む
19人が死亡。















5 月 3 日 ▼ 暴風によって，UP 州，ラージャ
スターン州などで100人以上の死者。



















6 日 ▼ RBI は イ ン フ レ を 懸 念 し レ ポ・
レートを6.25％に引き上げ。引き上げは現政
権下では初めて。
7 日 ▼ AP 州，新州都アマラヴァティ建設
に関してシンガポールと覚書に署名。
8 日 ▼ 10年物国債利回りが 8 ％を超える。


















































30日 ▼ルピー史上最安値を更新， 1 ドル＝
70.90㍓。






































































17日 ▼ CBI の捜査を認める「一般同意」















































大統領 Ram Nath Kovind
副大統領 Venkaiah Naidu
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主要統計 インド　2018年
　 1 　基礎統計 
2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19
人 口（年度央値，100万人） 1,251 1,267 1,283 1,299 1,316 1,332 
出 生 率（1000人当たり） 21.4 21.0 20.8 20.4 - -
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 265.1 252.0 251.5 275.1 277.52） 281.42）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 9.3 5.9 4.9 4.5 3.6 3.33）
為 替 レ ー ト（ 1 ド ル = ル ピ ー）1） 60.50 61.15 65.46 67.09 64.45 69.68 
（注）　 1 ）年度平均値。 2 ）暫定値。 3 ）4 ～12月の平均に対する値。
（出所）　出生率は Ministry of Finance, Economic Survey 2016-17, 2017-18, 人口は Ministry of Statistics and 
Programme Implementation（MOSPI）, National Accounts Statistics 2018, および Press Note on First Advance 
Estimates of National Income 2018-19,  食糧穀物生産は Ministry of Agriculture and Farmers Welfare, Second 
Advance Estimate of Production of Foodgrain for 2018-19, 消費者物価上昇率は Reserve Bank of India（RBI）
の Handbook of  Statistics on Indian Economy 2017-18, および MOSPI のウェブサイト・データ，為替は
RBI のウェブサイト・データより作成。
　 2 　生産・物価指数
2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19
鉱 工 業 生 産 指 数（2011/12=100） 106.8 111.1 114.9 120.7 125.2 127.73）
農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 129.8 124.0 120.8 130.64） 135.24） -
卸 売 物 価 指 数（2011/12=100） 112.5 113.9 109.7 111.6 114.9 119.95）
消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 236.0 250.8 265.0 275.9 284.4 284.36）
消 費 者 物 価 指 数（2012=100）2） 112.2 118.9 124.7 130.3 135.0 139.57）
（注）　 1 ）産業労働者についての総合指数。 2 ）都市部と農村部の統合指数。 3 ）4 ～12月の平均値。な
お12月は暫定値。 4 ）暫定値。 5 ）4 ～12月の値。 6）４～11月の値。公表値新基準年（2012=100）採用
につき算出。 7 ）4 ～12月の平均値。
（出所）　 鉱 工 業 生 産 指 数 は MOSPI, Press Note on Quick Estimates of Index of Industrial Production and 
Usebased Index for the Month of November, 2018, 農業生産指数は Ministry of Finance, Economic Survey 
2017-18, お よ び RBI, Handbook of  Statistics on Indian Economy 2017-18, 卸 売 物 価 指 数 は Office of 
Economic Adviser, Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・データ，消費者物価指数（産業労働
者）は Labor Bureau のウェブサイト・データ、消費者物価指数（総合指数）は RBI, Database on Indian 
Economy, および MOSPI のウェブサイト・データより作成。
　 3 　支出別国民総所得（名目価格） （単位：1,000万ルピー）
2013/14 2014/15 2015/161） 2016/172） 2017/183） 2018/194）
民 間 最 終 消 費 支 出 6,475,650 7,247,340 8,126,408 9,115,769 10,083,121 11,333,406
政 府 最 終 消 費 支 出 1,156,509 1,301,762 1,436,171 1,583,312 1,885,613 2,130,997
総 資 本 形 成 3,794,135 4,179,779 4,422,659 4,741,385 5,526,853 -
総 固 定 資 本 形 成 3,515,621 3,750,392 3,957,092 4,335,014 4,896,813 5,501,695
在 庫 変 動 144,621 312,698 262,477 139,714 173,892 188,503
貴 重 品 161,761 209,407 203,506 166,559 218,706 213,238
財貨・サービス輸出 2,856,781 2,863,636 2,728,647 2,948,772 3,210,547 3,752,789
財貨・サービス輸入 3,191,811 3,235,962 3,044,923 3,220,591 3,758,519 4,464,374
国 内 総 生 産（GDP） 11,233,522 12,467,959 13,771,874 15,362,386 17,095,005 18,840,731
海外からの純受取所得 -139,884 -147,430 -159,779 -176,330 -184,813 -
国 民 総 所 得（GNI） 11,093,638 12,320,529 13,612,095 15,185,986 16,910,192 18,860,341
（注）　 1 ） 3 次改定値。 2 ）2 次改定値。 3 ）1 次改定値。 4 ）2 次予測値。
（出所）　MOSPI, National Accounts Statistics 2018, Press Note on First Revised Estimates of National 
Income,Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation for 2017-18, および Press Note on Second 
Advance Estimates of National Income 2018-19 より作成。
　 4 　産業別国内総生産（実質：2011/12年度価格）5） （単位：1,000万ルピー）
2013/14 2014/15 2015/161） 2016/172） 2017/183） 2018/194）
農 林 水 産 業 1,609,198 1,605,715 1,616,146 1,717,467 1,803,039 1,852,580
鉱 業 263,107 288,685 317,974 348,089 365,677 370,237
製 造 業 1,560,709 1,683,938 1,903,850 2,055,043 2,176,923 2,353,618
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 な ど 199,601 214,047 224,158 246,491 267,720 289,193
建 設 業 800,771 835,229 865,335 917,754 969,194 1,055,917
卸売・小売業，宿泊・飲食サービス業 1,034,506 1,135,841 1,261,426 1,389,176 1,528,421 2,469,571運 輸 ・ 倉 庫 業 ， 通 信 業 617,556 671,848 731,399 756,239 783,793
金 融 ・ 保 険 業 577,914 627,255 672,788 697,103 726,709 2,841,805不 動 産 ， 専 門 サ ー ビ ス 業 1,289,493 1,446,460 1,621,999 1,797,341 1,922,437
公 務 ・ 国 防 510,046 543,853 565,106 613,896 683,628 1,692,866そ の 他 の サ ー ビ ス 600,748 659,262 711,691 780,373 876,624
国 内 総 生 産（GDP） 9,801,370 10,527,674 11,369,493 12,298,327 13,179,857 14,100,119
G D P 成 長 率 6.4 7.4 8.0 8.2 7.2 7.0
（注）　 1 ）3 次改定値。 2 ）2 次改定値。 3 ）1 次改定値。 4 ）2 次予測値。 5 ）基本価格表示の粗付加価
値（GVA）。
（出所）　MOSPI, National Accounts Statistics 2018, Press Note on First Revised Estimates of National 
Income,Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation for 2017-18, および Press Note on Second 
Advance Estimates of National Income 2018-19 より作成。
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　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2013/14 2014/15 2015/16 2016/171） 2017/182） 2018/193）
経 常 収 支 -32,296 -26,859 -22,151 -14,417 -48,717 -35,054
貿 易 収 支 -147,609 -144,940 -130,079 -112,442 -160,036 -95,786
サ ー ビ ス 収 支 73,066 76,529 69,676 68,345 77,562 38,946
所 得 収 支 -23,028 -24,140 -24,375 -26,302 -28,681 -14,576
移 転 収 支 65,276 65,692 62,627 55,983 62,438 36,362
資 本 移 転 等 ・ 金 融 収 支 48,787 89,286 41,128 36,447 91,390 21,725
直 接 投 資 21,564 31,251 36,021 35,612 30,286 17,732
証 券 投 資 4,822 42,205 -4,130 7,612 22,115 -9,763
そ の 他 投 資 22,401 15,830 9,237 -6,777 38,989 13,757
誤 差 脱 漏 -983 -1,021 -1,073 -480 902 123
総 合 収 支 15,508 61,406 17,905 21,550 43,574 -13,206
外 貨 準 備 資 産 増 減（ 増 －， 減 ＋ ） -15,508 -61,406 -17,905 -21,550 -43,574 13,206
（注）　 1 ）部分改定値。 2 ）暫定値。 3 ）4 ～ 9 月の予測値。
（出所）　RBI, Handbook of Statistics on Indian Economy 2017-18，および Press Note（31/Dec/2018）より作成。
　 6 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2016/17 2017/18 2018/19（ 4 ～11月）
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 53,264 61,474 60,262 69,898 41,998 52,579
E U 47,292 42,385 53,598 47,873 37,328 37,712
欧 州 自 由 貿 易 連 合 加 盟 国1） 1,240 17,821 1,453 19,774 921 13,214
そ の 他 4,731 1,268 5,212 2,251 3,749 1,653
C I S 諸 国 2,794 9,323 3,007 12,876 2,194 6,170
ア ジ ア ・ A S E A N 137,747 230,570 149,630 279,667 106,569 217,694
A S E A N 30,962 40,617 34,204 47,134 24,588 39,828
北 東 ア ジ ア 34,546 95,069 39,468 118,353 28,455 83,701
中 国 10,172 61,283 13,334 76,381 11,100 48,353
日 本 3,846 9,755 4,734 10,973 3,054 8,662
南 ア ジ ア 19,222 2,813 23,101 3,203 16,367 2,880
そ の 他 53,017 92,071 52,858 110,977 37,159 91,285
ア フ リ カ 23,129 28,845 24,904 37,789 18,562 28,084
ア メ リ カ 54,908 46,674 62,779 55,993 45,441 44,214
北 米 47,677 29,383 54,167 35,270 39,013 29,434
ア メ リ カ 42,212 22,307 47,878 26,611 34,582 23,977
ラ テ ン ア メ リ カ 7,231 17,291 8,612 20,723 6,429 14,779
合 計2） 275,852 384,357 303,526 465,581 217,079 348,877
（注）　 1 ）アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテンシュタイン。 2 ）非特定地域（unspecified 
region）を含む。 
（出所）　Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・データより作成。
　 7 　中央政府財政 （単位：1,000万ルピー）





歳入 （1）＝（2）＋（5） 1,790,783 1,975,194 2,141,975 2,442,213 2,457,235 2,784,200 
経常歳入 （2）＝（3）＋（4） 1,195,025 1,374,203 1,435,233 1,725,738 1,729,682 1,977,693 
税収 （3） 943,765 1,101,372 1,242,488 1,480,649 1,484,406 1,705,046 
非税収 （4） 251,260 272,831 192,745 245,089 245,276 272,647 
資本収入 （5）＝（6）+（7）＋（8） 595,758 600,991 706,742 716,475 727,553 806,507 
貸付回収 （6） 20,835 17,630 15,633 12,199 13,155 12,508 
その他収入 （7） 42,132 47,743 100,045 80,000 80,000 90,000 
借入など （8） 532,791 535,618 591,064 624,276 634,398 703,999 
歳出 （9）＝（10）＋（11） 1,790,783 1,975,194 2,141,975 2,442,213 2,457,235 2,784,200 
経常支出 （10） 1,537,761 1,690,584 1,878,835 2,141,772 2,140,612 2,447,907 
資本支出 （11） 253,022 284,610 263,140 300,441 316,623 336,293 
財政収支 （12）＝（2）＋（6）＋（7）－（9） -532,791 -535,618 -591,064 -624,276 -634,398 -703,999 
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2017-18, 2018-19, および 2019-20 より作成。
